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Abstract

Objective: This study conducted a survey of the status of medicine adoption and appropriate use in hospitals. We compared the

findings with 2015 survey results to evaluate the changes over time. We also evaluated the impact of changes in the current health

care environment, including local community collaboration and the COVID-19 pandemic.

Methods: The survey included 500 randomly selected hospitals with more than 200 beds, over 50% of which are general ward beds, as

well as 175 hospitals that were randomly selected from the respondents of the 2015 survey. The survey questionnaire included the

number of medicines, availability of medication lists, adoption decisions, and impacts of local collaboration efforts and the COVID-19

pandemic on drug adoption and appropriate use.

Results: A total of 260 responses were collected from 675 hospitals (39% response rate). Of the 260 respondents, 90 were regional

medical care support hospitals, 23 were special functioning hospitals, 143 were general hospitals other than those specified, and 4 were

other hospital types. The average number of adopted medicines was 644 for oral medicines, 234 for topical medicines, and 228 for

injectable medicines. Ninety-five percent of the hospitals used package inserts or interview forms when adopting medicines, but 15%

used original articles. About 36% of the hospitals used standardized methods (hospital formulary management or protocol-based

pharmacotherapy management), indicating a lack of pharmacists with pharmaceutical evaluation skills. As for local community

collaboration regarding adopted medicines, the most common example was providing information to community pharmacists’

associations, and the most common method was sending information by e-mail, regardless of the hospital type. Regional

collaboration meetings were few. The COVID-19 pandemic changed the method of obtaining drug information from pharmaceutical

companies.

Conclusion: For hospital pharmacists, the selection of adopted medicines is one of the tasks of pharmaceutical management. There

are urgent needs for the use of standardized methods and the training of pharmacists involved in the selection of adopted medicines.

The establishment of a system to provide appropriate use of medicine to patients by standardizing the method of medicine adoption and

information sharing is desirable.
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緒言

医療の質を向上させる方法として効率的に医薬品を採用

し適正使用を推進することが重要となる。2019 年度の日

本国民の医療費は 44 兆円を超え，増加の一途をたどって

いる
1)
。高騰する社会保障関連費を少しでも抑制するため

に，国は診療報酬や薬価のあり方を見直すことで，限りあ

る医療財源を効率的に使うことを目指している。病院での

採用医薬品は，後発医薬品への移行が進んでいる。医療機

関における医薬品の適切な採用やその適正使用を推進する

ことは，医療を標準化・効率化することに貢献する。

効率的な医薬品の採用に関する施策として，2013 年 4

月に「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマッ

プ」を国は策定し，後発医薬品の普及による医療費削減に

ついて取り組みを進めてきた
2)
。2020 年 9 月までに後発医

薬品の使用割合を 80％とする目標であったが，実際の使

用割合が 78％であり
3)
，後発医薬品加算による誘導効果に

は頭打ち現象がみられている。さらに，後発医薬品の安定

供給に関する課題も浮き彫りになっていることから，安価

であること以外の製品的価値を後発医薬品に求める動きも

ある
4)
。

医薬品の有効性および安全性の確保のために，添付文書

などに基づいた適正な使用が求められる
5)
。最適使用推進

ガイドラインは，2016 年より作成されており医薬品の適

正使用のためのガイドラインである。昨今の革新的な新規

作用機序を持つ医薬品が対象となっており，これらの薬剤

を適正な患者に提供することだけでなく，高額な医薬品の

使用による医療保険財政への影響をコントロールすること

を目的としている。

患者に対して適切な医療を提供することが医療者の責務

であり，薬剤師は医薬品の採用や適正使用に関する情報を

把握し，薬物治療の最適化に携わることが求められる。最

適化されていない薬物治療は，医療費の増大を助長するこ

とが報告されており
6)
，臨床薬剤師が医師や他の医療従事

者と協力して，薬物治療の最適化を推進することは重要で

ある。わが国においては，プロトコールに基づいた薬物治

療 管 理（以 下，PBPM；Protocol Based Pharmacotherapy

Management)
7)
やフォーミュラリー

8)
を用いた薬物治療の

最適化が着目されている。

著者らの研究グループでは，医薬品の適正使用と医療財

源の効率的な活用の推進をテーマに，医薬品の採用に関す

るわが国での現状を把握するためのアンケート調査を過去

4回（2000，2005，2010，2015年）継続的に行ってきた
9〜12)

。

2015 年の調査報告（回答数 175 施設）では，医薬品の臨

時採用の理由として「特定の患者のために採用する」が

80％，「緊急使用のために臨時採用する」が 74％と多い傾

向にあった。また，アンジオテンシンⅡ受容体拮抗薬（以

下，ARB；Angiotensin Ⅱ Receptor Blocker）などを例にし

た採用医薬品数調査によると，診断群分類制度（以下，

DPC；Diagnosis Procedure Combination）を導入している病

院と一般病院では，一般病院のイルベサルタンを除いたす

べての ARBの採用割合は 50％を超えており，多くの施設

が同種同効薬を複数採用していることが示された。さら

に，医薬品採用の際にはその審査報告書（22％），原著論

文（18％）やリスク管理計画書（18％）を評価している施

設は少ないことなどが示された。一方で，後発医薬品の切

り替えが進み，医療機関の属性によって違いはあるが医薬

品の適正使用に関する意識は高まっていることがうかがえ

た。

2015 年の調査以降，新型コロナウイルス感染症の流行

に伴う社会保障関連費の増加などもあり
13)
，医療費削減な

ど医療に対する社会全体への関心が高まっている。こうし

た状況下で自施設の提供する医療の質を他施設と比較する

ことは重要であり，本研究では医療機関における医薬品採

用の意思決定とその適正使用の実態を明らかにすることを

目的とした。さらに，前回調査以降大きく状況が変化した

と考えられる薬物治療の標準化手法の導入実態，地域包括

ケアシステムを踏まえた地域間での取り組み，コロナウイ

ルス感染拡大による医薬品情報提供活動の影響についても

新たな項目として含めて調査した。

方法

郵送調査法にて医療機関における医薬品採用の意思決定

とその適正使用に関するアンケートを行った。調査対象は

2019 年 10 月時点の保険医療機関名簿
14)
から 200床以上か

つ一般病床が 5 割以上の DPC非導入病院から単純無作為

抽出法によって 250 施設抽出した。また，2018 年度時点

の DPC施設概要表
15)
から 200床以上の施設を抽出し，そ

こから DPC導入病院 250 施設を単純無作為抽出法によっ

て選出した。調査票の送付先（記入者と想定）は，医薬品

採用に最も詳しいと考えられる薬剤部責任者（薬剤部長な

ど）とした。なお，前回（2015 年）の調査結果との比較

可能性を高めるため，前回調査時に無作為に抽出され回答

のあった医療機関（175 施設）にも調査票を郵送した。

2021 年 1 月に調査票を送り，2021 年 2 月中旬までの回答

とした。また，回答期限日に回答がない施設に対して追加

の依頼状を送付した。各対象施設の送付先情報（施設住所

と回答者の薬剤部長名）はウェブサイト上の対象施設病院

から入手した。

過去の調査（2000，2005，2010，2015 年）を参考に，

調査医療機関での採用医薬品の数と後発医薬品割合，新薬

採用時に重要視する項目，医薬品集・医薬品一覧の有無，

医薬品採用時の医師の意見反映程度と臨時採用医薬品の選

択理由を調査項目とした。また，薬剤費考慮の有無による
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院内採用医薬品の違いを，先発品と後発医薬品が多数販売

されている ARBを対象として比較した。後発医薬品にお

いてはオーソライズド・ジェネリック（以下，AG；

Authorized Generic）の採用の有無についても調査した。さ

らに，今回の調査より，地域間での取り組みならびに新型

コロナウイルス感染症が医薬品の採用と適正使用にもたら

す影響を追加した。

回答者の利便性を高めるためにWEBアンケートのアプ

リケーション（LimeSurvey
16)
）を活用して回答できるよう

に URLの添付もあわせて行った。なお，回答は原則無記

名として，回答への同意をアンケート冒頭にて取得した。

本研究における標準化手法の定義は採用医薬品のリストか

つ院内で定めた薬剤の使用指針，もしくは薬剤の選択や投

与量を定めたプロトコールとした。採用医薬品のリストは

医薬品の有効性や安全性，費用対効果などを踏まえて，院

内の医師や薬剤師等で構成される委員会などで協議し，継

続的にアップデートされるものと定義づけた。

統計解析

回答については，回答項目の尺度に合わせて平均値（標

準偏差），割合（％）を用いて記述した。病院機能別（地

域医療支援病院，特定機能病院，一般病院）の比較を実施

するために，χ
検定または Fisher の正確検定を用いた。

また，検定により有意な差が認められた場合は残差分析を

行った。なお，その他に分類された 4施設は解析に十分な

施設数ではないため統計検定からは除外した。統計学的な

優位水準は p＜0.05（両側）とした。すべての統計処理は

JMP® Pro 16.0.0（SAS Institute Inc., Cary, NC, USA）を使

用した。

倫理的配慮

調査は匿名で行った。得られた結果は，専用サーバを

使って管理し，パスワードを設定することで，研究者以外

がアクセスできないように制限した。すべての調査研究に

おいて，「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針」，「個人情報の保護に関する法律」などを遵守し

て行い，明治薬科大学倫理委員会の承認（受付番号 202032）

を得た。

結果

1 . 施設背景

全国 675 施設（DPC導入病院 354件，DPC非導入病院

321件）に調査票を送付し，260 施設（DPC導入病院 155

件，DPC非導入病院 103件，不明 2件）から回答を得た。

回収率は 39％（DPC導入病院 44％，DPC非導入病院 32％）

であった。病院の機能分類では，地域医療支援病院は 90

件，特定機能病院は 23件，臨床研究中核病院 0件，それ

以外の一般病院（以下，一般病院）は 143件，その他 4件

（重症心身障害児病院 1件，ハンセン療養所（精神科病院）

1件，具体的な病棟分類の記載なし 1件，未回答 1件）で

あった。回答のあった施設の背景情報は表 1に示した。処

方オーダリングシステムと電子カルテ導入率は地域医療支

援病院ではおのおの 93％，98％で，特定機能病院ではい

ずれも 100％と高く，一般病院においてもそれぞれ 88％，

81％と高い数値を示した。一方で，院外一般名処方の可否

に関しては，地域医療支援病院では 74％で，特定機能病

院（55％）や一般病院（67％）に比較し，高い傾向が示さ

れた。

2 . 医薬品採用

新薬採用時に重要視する項目と情報源および採用医薬品

の中止基準を表 2に示した。新規採用，採用中止，ジェネ

リックへの移行などの審議は，2020 年度調査では 97％

（250/258）が薬事委員会にて行われており，2015 年度調

査の 73％（126/172）から増加していた。新薬採用時に重

要視する項目の上位 5項目は有効性＞安全性＞品質や剤

形＞薬価＞新規性であり，2015 年度調査の結果（有効

性＞安全性＞新規性＞品質や剤形＞作用機序）と変化がみ

られた。新規性の項目のみ病院機能間に差が認められ

（p＝0.002），残差分析の結果，特定機能病院が他の施設と

比較して多かった（70％）。新薬採用時評価情報源におい

ては，「添付文書やインタビューフォーム」（95％）の他に，

「製造販売会社からの情報」（92％）や「申請医師または診

療科からの情報」（67％），「診療ガイドライン」（62％）が

多かった。2015 年度と 2020 年度調査を比較すると，医薬

品リスク管理計画（RMP；Risk Management Plan）（18％，

41％）で増加していた。また，製造販売会社からの情報

（2015 年度調査：86％，2020 年度調査：92％），原著論文

（18％，15％）は同程度であった。また，診療ガイドライ

ン（p＝0.02）と最適使用推進ガイドライン（p＝0.04）の

利用に病院機能間の差が認められ，残差分析の結果，それ

ぞれ地域医療支援病院（74％），特定機能病院（39％）で

多かった。

採用医薬品の中止基準が存在する施設は 71％（185/259）

と 2015 年度調査の 62％（109/175）から増加傾向にあった。

中止基準の項目は，「医薬品の使用量が少ない場合」，「同

一成分の医薬品を採用した場合」，「臨床的に効果がないこ

とが明らかになった場合」，「重篤な副作用が発見された場

合」に 2015 年度調査よりも増加傾向を示した。また，中

止基準の項目に対して，病院機能間での差は認められな

かった。

医薬品採用時の医師の意見反映程度と臨時採用医薬品の

選択理由を表 3にまとめた。医師の意見の反映程度は新薬

と後発医薬品にて傾向が異なり，新薬に関しては「医師が
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表 2 新薬採用時に重要視する項目と情報源および採用医薬品の中止基準

a)施設（地域医療支援病院，特定機能病院，一般病院）間の比較，N/A：Not available。

2015 年度調査12) 2020 年度調査

全施設 全施設
地域医療

支援病院

特定機能

病院
一般病院 その他

新薬を採用する際，重要視する項

目の上位 5項目
n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) p値a)

回答数 n＝175 n＝260 n＝90 n＝23 n＝143 n＝4

安全性に関する情報 132 (75) 225 (87) 79 (88) 22 (96) 122 (85) 2 (50) 0.38

有効性に関する情報 163 (93) 226 (87) 84 (93) 20 (87) 120 (84) 2 (50) 0.11

費用対効果分析に関する情報 75 (43) 90 (35) 34 (38) 4 (17) 51 (36) 1 (25) 0.18

新規性 100 (57) 123 (47) 51 (57) 16 (70) 55 (39) 1 (25) 0.002

診療ガイドラインに収載される

医薬品である
41 (23) 89 (34) 38 (42) 7 (30) 43 (30) 1 (25) 0.15

薬価 85 (49) 144 (55) 44 (49) 13 (57) 84 (59) 3 (75) 0.33

品質や剤形 98 (56) 161 (62) 57 (63) 14 (61) 86 (60) 4 (100) 0.89

作用機序 90 (51) 66 (25) 23 (26) 4 (17) 38 (27) 1 (25) 0.63

長期投与可能 − − 49 (19) 17 (19) 2 (9) 29 (20) 1 (25) 0.41

その他 17 (10) 17 (7) 7 (8) 3 (13) 6 (4) 1 (25) 0.20

新薬採用時評価情報源（複数回答

可）
n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) n (％)

回答数 n＝175 n＝260 n＝90 n＝23 n＝143 n＝4 p値a)

添付文書，インタビュー

フォーム
− − 247 (95) 88 (98) 23 (100) 132 (92) 4 (100) 0.61

添付文書 149 (85) − − − − − − − − − − N/A

インタビューフォーム 146 (83) − − − − − − − − − − N/A

製造販売会社からの情報 151 (86) 238 (92) 83 (92) 20 (87) 131 (92) 4 (100) 0.72

UpTo Date などの一次情報を

集約したもの
− − 35 (14) 13 (14) 2 (9) 19 (13) 1 (25) 0.96

原著論文 32 (18) 39 (15) 15 (17) 6 (26) 18 (13) 0 (0) 0.22

診療ガイドライン − − 162 (62) 67 (74) 14 (61) 80 (56) 1 (25) 0.02

医薬品リスク管理計画 31 (18) 107 (41) 42 (47) 13 (57) 51 (36) 1 (25) 0.19

審査報告書 39 (22) 55 (21) 21 (23) 8 (35) 26 (18) 0 (0) 0.17

最適使用推進ガイドライン − − 69 (27) 29 (32) 9 (39) 29 (20) 2 (50) 0.04

申請医師または診療科からの

情報
− − 173 (67) 62 (69) 14 (61) 93 (65) 4 (100) 0.71

その他 18 (10) 5 (2) 1 (1) 2 (9) 2 (1) 0 (0) N/A

特になし 1 (1) 0 (0) 0 (0) 0 0 0 (0) 0 (0) N/A

採用医薬品の中止基準の項目や内

容（複数回答可）
n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) n (％)

回答数 n＝175 n＝185 n＝66 n＝16 n＝102 n＝1 p値a)

医薬品の使用量が少ない場合 92 (53) 181 (97) 66 (100) 15 (94) 99 (97) 1 (100) N/A

同一成分の医薬品を採用した

場合
53 (30) 107 (57) 37 (56) 5 (31) 65 (64) 0 (0) 0.05

臨床的に効果がないことが明ら

かになった場合
21 (12) 71 (38) 26 (40) 4 (25) 41 (40) 0 (0) 0.05

重篤な副作用が発見された場合 16 (9) 48 (26) 15 (23) 4 (25) 29 (28) 0 (0) 0.71

その他 4 (2) 13 (7) 6 (9) 1 (6) 6 (6) 0 (0) N/A



希望した医薬品を全て採用する」場合（新薬：10％，後発

医薬品：1％），「全てではないが，医師の希望した医薬品

を優先的に採用している」場合（84％，18％）が多かった。

一方で，後発医薬品に関しては「医師の意見はある程度反

映されるが，薬剤師の意見を優先的に反映し，医薬品を採

用している」場合（5％，62％）が多く，「医師の意見はほ

とんど反映されていない」傾向も認められた（0％，19％）。

正規採用の他に特定患者のための医薬品を臨時で採用して

いる施設が 2015 年度調査で 80％，2020 年度調査で 86％

だった。1 カ月に臨時採用される医薬品の採用数（平均±

標準偏差）は 2015 年度調査では 6±11 品目であったが，

2020 年度調査では 8±14 品目であった。「新薬を使用する

にあたっての試用期間を設ける」と回答した施設は 2020

年度調査で 24％（63/258）と 2015年度調査の 25％（43/175）

と同程度であった。2020 年度調査の病院機能別では，地

域医療支援病院で 32％（29/90），特定機能病院で 39％

（9/23），一般病院で 18％（25/141），その他で 0％（0/4）

となっており，その他を除く病院機能間の差が認められ

（p＝0.01），残差分析の結果，一般病院が他の施設と比較

して少なかった。

医薬品の採用において，同等の効果でより安価な薬剤を

優先して採用している施設は，地域医療支援病院 68％

（61/90），特定機能病院 61％（14/23），一般病院 78％

（110/141），その他の病院 50％（2/4）であった。薬剤の

費用を考慮する理由としては，その他の病院を除くと病院

機能にかかわらず，「病院・施設経営」（地域医療支援病院：

64％（39/61），特定機能病院：100％（14/14），一般病院：

95％（104/110））＞「患者の自己負担額」（それぞれ 46％，

86％，70％）＞「国の保険財政」（それぞれ 34％，50％，

29％）の順であった。

院内採用時の薬剤費考慮の有無の違いを，ARBの院内

採用状況を病院機能別に表 4に示した。院内採用時の薬剤

費考慮施設と非考慮施設とを比較した際に，採用薬剤に関

して，非考慮施設における先発医薬品の採用が多い傾向を

示し，先発医薬品の中でもアジルサルタンの採用割合が

88％（43/49）と高かった。カンデサルタン，テルミサル

タン，オルメサルタン，イルベサルタンは，特定機能病院

において，AGの採用が多い傾向を示した。

3 . 医薬品の適正使用

2020 年度調査における標準化手法導入率を表 5に示す。

2020 年度（36％）では，2015 年度調査（85％）に比べて

導入率が低下した。病院機能間の比較では，地域医療支援

病院 50％（導入数/回答数；45/90），特定機能病院 35％

（8/23），一般病院 27％（38/143）であり病院機能間の差

が認められ（p＜0.001），残差分析の結果，地域医療支援

病院が他の施設と比較して多かった。標準化手法を導入し

ている理由は，「医薬品の適正使用及び医療安全の推進」

が最も多かった［地域医療支援病院：93％（導入数/回答数；

42/45），特定機能病院：88％（7/8），一般病院：82％（31/38），

その他：100％（2/2）］。ついで多かったのが，「ジェネリッ

ク医薬品の活用等による薬剤費の削減」［それぞれ 58％

（26/45），75％（6/8），47％（18/38），50％（1/2）］，「医

薬品購入費用の削減」［それぞれ 44％（20/45），75％（6/8），
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表 3 医薬品採用時の医師の意見反映程度と臨時採用医薬品の選択理由

a)2020 年新薬と 2020 年後発医薬品の比較。

2015 年度調査12) 2020 年度調査

医師の意見の反映程度（単一回答） 新薬 後発医薬品

n (％) n (％) n (％) p値a)

回答数 n＝172 n＝256 n＝256

医師の希望した医薬品はすべて採用している 7 (4) 26 (10) 3 (1) ＜0.001

すべてではないが，医師の希望した医薬品を優先的に採

用している
152 (88) 216 (84) 46 (18)

医師の意見はある程度反映されるが，薬剤師の意見を優

先的に反映し，医薬品を採用している
12 (7) 14 (5) 159 (62)

医師の意見はほとんど反映されていない 1 (1) 0 (0) 48 (19)

臨時に採用される医薬品の用途（複数回答可）
2015 年度調査12) 2020 年度調査

n (％) n (％)

回答数 n＝175 n＝260

緊急使用のため 129 (74) 177 (68)

特定（少数）の患者のため 140 (80) 223 (86)

その他 15 (9) 19 (7)

ない 4 (2) 7 (3)



34％（13/38），1％（1/2）］，「処方簡明化による医療事故

防止」［それぞれ 38％（17/45），38％（3/8），40％（15/38），

50％（1/2）］であった。

標準化手法の導入にあたり障害になっている項目を表 5

に示した。「薬剤師の人員不足」が 38％，「専門知識を有

する薬剤師の不足」が 44％，「ステークホルダー（経営者

や医師）の理解」が 29％，「診療報酬上の評価がされてい

ない」と回答した施設が 40％であった。「薬剤師の人員不

足」についてのみ病院機能間の差が認められ（p＝0.03），

残差分析の結果，地域医療支援病院が他の施設と比較して
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表 4 院内採用において薬剤費考慮の有無によるアンジオテンシンⅡ受容体拮抗薬の採用状況

AG：オーソライズド・ジェネリック。

全施設（n＝187），n（％)
地域医療支援病院

（n＝61），n（％）

特定機能病院

（n＝14），n（％）

一般病院

（n＝110），n（％）

薬剤費考慮
先発

医薬品

後発

医薬品
AG

先発

医薬品

後発

医薬品
AG

先発

医薬品

後発

医薬品
AG

先発

医薬品

後発

医薬品
AG

バルサルタン 6(3) 99(53) 19(10) 0(0) 38(62) 7(11) 1(7) 6(43) 4(29) 5(5) 55(50) 8(7)

ロサルタン 30(16) 102(55) 3(2) 7(11) 40(66) 3(5) 2(14) 11(79) 0(0) 21(19) 51(46) 0(0)

カンデサルタン 12(6) 92(49) 35(19) 2(3) 28(46) 20(33) 1(7) 5(36) 7(50) 8(7) 59(54) 8(7)

テルミサルタン 14(7) 110(59) 40(21) 3(5) 37(61) 15(25) 1(7) 4(29) 9(64) 9(8) 68(62) 16(15)

オルメサルタン 13(7) 84(45) 71(38) 5(8) 24(39) 29(48) 1(7) 4(29) 9(64) 7(6) 55(50) 33(30)

イルベサルタン 26(14) 33(18) 29(16) 9(15) 6(10) 13(21) 1(7) 2(14) 6(43) 16(15) 24(22) 10(9)

アジルサルタン 140(75) 0(0) 0(0) 53(87) 0(0) 0(0) 13(93) 0(0) 0(0) 74(67) 0(0) 0(0)

全施設（n＝49），n（％)
地域医療支援病院

（n＝19），n（％）

特定機能病院

（n＝6），n（％）

一般病院

（n＝23），n（％）

薬剤費非考慮
先発

医薬品

後発

医薬品
AG

先発

医薬品

後発

医薬品
AG

先発

医薬品

後発

医薬品
AG

先発

医薬品

後発

医薬品
AG

バルサルタン 5(12) 28(57) 5(10) 2(11) 13(68) 1(5) 1(17) 4(67) 1(17) 2(9) 11(48) 3(13)

ロサルタン 11(23) 29(59) 0(0) 4(21) 12(63) 0(0) 1(17) 5(83) 0(0) 5(22) 12(52) 0(0)

カンデサルタン 7(15) 17(35) 13(27) 4(21) 5(26) 5(26) 0(0) 1(17) 4(67) 3(13) 11(48) 4(17)

テルミサルタン 7(15) 24(49) 14(29) 1(5) 11(58) 5(26) 1(17) 2(33) 3(50) 5(28) 10(43) 6(26)

オルメサルタン 9(19) 18(37) 21(43) 1(5) 11(58) 8(42) 1(17) 1(17) 4(67) 6(26) 6(26) 9(39)

イルベサルタン 10(21) 14(29) 10(20) 3(16) 10(53) 3(16) 2(33) 1(17) 2(33) 5(22) 3(13) 5(22)

アジルサルタン 43(88) 0(0) 0(0) 17(89) 0(0) 0(0) 6(100) 0(0) 0(0) 19(83) 2(9) 0(0)

表 5 採用医薬品リスト作成や標準化手法の導入にあたり障害になっている項目

a)2015 年度調査時は標準化手法導入にあたり障害になっている項目は調査していない，b)施設（地域医療支援病院，

特定機能病院，一般病院）間の比較，N/A：Not available。

2015 年度調査12) 2020 年度調査

全施設 全施設
地域医療

支援病院

特定機能

病院
一般病院 その他

n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) p値b)

回答数 n＝174 n＝260 n＝90 n＝23 n＝143 n＝4 0.001

標準化手法導入率 148 (85) 93 (36) 45 (50) 8 (35) 38 (27) 2 (50)

標準化手法導入にあたり障害になっている項目（複数回答可）a)

n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) p値b)

回答数 n＝165 n＝45 n＝15 n＝105 n＝2

薬剤師の人員不足 64 (38) 25 (56) 5 (33) 34 (32) 0 (0) 0.03

専門知識を有する薬剤師の不足 72 (44) 18 (40) 4 (27) 50 (48) 1 (50) 0.26

ステークホルダー（経営者，医師）

の理解不足
49 (29) 13 (29) 2 (13) 34 (32) 0 (0) 0.77

診療報酬上の評価がされていない 67 (40) 23 (51) 6 (40) 38 (36) 0 (0) 0.23

その他 11 (7) 1 (2) 5 (33) 4 (4) 1 (50) N/A



多かった。標準化手法を構築・導入するにあたり必要な薬

剤師数（平均±標準偏差）は，地域医療支援病院で 3±2人，

特定機能病院で 6±6人，一般病院では 3±2人であった。

4 . 地域連携

情報共有に関する地域連携活動を表 6にまとめた。新規

の後発医薬品採用の情報提供先については，地域薬剤師会

が最も多かった（47％）。病院機能間の差が認められ（p＜

0.001），残差分析の結果，地域医療支援病院と特定機能病

院は一般病院に比べて地域薬剤師会へ新規の後発品採用時

の情報提供を有意に実施していた。ついで門前薬局へ提供

しているが（35％），地域の他の薬局への提供施設は少な

かった（5％）。情報提供の方法はメールが 53％（94/178）

と最も多かった。自院のウェブサイトによる情報提供にお

いて病院機能間の差がみられ（p＝0.001），特定機能病院

が 44％（8/18）と多かった。地域連携会議（地域情報連

携ネットワークへの加入や定期的な薬局側とカンファレン

ス）での情報提供は全施設で 11％（20/178）と他の方法

よりも少ない傾向がみられた。

患者情報の共有方法は「お薬手帳の活用」が 78％と最

も多く，病院機能間で差を認めずに，いずれの病院におい

ても有用な情報提供書類となっていた。また，「薬局側か

らの求めに応じて返答」も全施設で 40％であった。「地域

連携ネットワークへの加入」により地域連携を実施してい

る施設は 9％と他の方法より少なかったが，病院機能間差

が認められ（p＝0.003），残差分析の結果，特定機能病院

が 26％（6/23）と多かった。患者情報の連携時に生じて

いる課題として，「薬剤管理情報提供書の作成にかかる工

数」や「薬局への貢献度が不明瞭」であることが課題であ

ると 40％以上の施設が回答した。「情報の一元化が困難」

であることや「他職種の情報提供と重複」していることを

課題と感じる施設はそれぞれ 13％，9％であった。

5 . 医薬品情報提供活動

新型コロナウイルス感染症の拡大前後における医薬品採

用と情報提供活動の変化を表 7に示す。「製薬会社からの

医薬品情報提供方法の変化」を 81％の施設が認め，最も

多かった。ついで，「薬事委員会の開催方法の変化」が 28％

の施設に認められた。また，「新薬採用時期の遅延」と 17％

の施設が回答し，その理由として「安定供給が可能か不透

明なため採用を見合わせた」と回答があった。病院機能間

の差は認められなかった。

製薬会社からの医薬品情報提供活動の変化において，地

域医療支援病院や一般病院は「情報不足を感じる機会が増

えた」との回答がそれぞれ 57％（43/75），54％（62/115）

と最多であった。一方，特定機能病院，その他の病院では，

「医療系メディアの閲覧頻度が増えた」との回答が最も多

かったが，病院機能間の有意差は認められなかった。

考察

本研究では，全国の保険医療機関のうち，200床以上の

675 施設を対象として，医薬品の適正使用に関するアン

ケート調査を実施した。医薬品の適正使用の指標になると

考えられる採用医薬品数に関しては，2020 年度調査では

2015 年調査時に比べると，いずれの剤形においても増加

傾向を示した。また，2020 年度調査は 2015 年度調査と比

較すると処方オーダリングシステムの導入と電子カルテの

導入，院外一般名処方の導入率が増加していた。今後，病

院の電子化事業により，薬剤師業務の効率化が進むことが

期待される。効率化された時間を医薬品情報業務の充実に

あて，正規採用医薬品数を絞り込むことは今後の医療環境

においては必須となってくると考える。

標準化手法を導入している施設は，2015 年度調査時と

比較して，85％から 36％へと有意に低下していた。標準

化手法として PBPMとフォーミュラリーを例としてあげ

た。PBPMは 2016 年にガイドラインが作成され
17)
，全国

の病院で導入が進んでいることが想定されたが，本調査で

は異なる結果が得られた。標準化手法を導入している理由

として医薬品の適正使用および医療安全の推進を多くあげ

ており，導入の必要性を感じていたと考える。一方で，標

準化手法導入にあたる障害として，専門知識を有する薬剤

師の不足が 44％，診療報酬上の評価をされていないと回

答した施設が 40％であり，その回答には病院機能間差は

示されなかった。いずれの施設規模においても現状の業務

に加えて，標準化手法を構築・導入するためには薬剤師数

は必要と回答されており，標準化手法を構築する際の専門

知識を有する薬剤師の育成が望まれる。

採用医薬品の選定に用いるエビデンスは，「添付文書や

インタビューフォーム」（95％），「製造販売会社からの情報」

（92％）や「申請医師または診療科からの情報」（67％）が

多くを占めたが，「原著論文」の利用は少なかった（15％）。

添付文書やインタビューフォームは記載様式の変更や統一

により，治験の結果を詳しく記載されるようになり，新薬

承認時期と病院採用時期が近い場合においては，該当医薬

品の評価に有用な資料となるであろう。一方で，承認時で

は情報が不十分な高齢者や小児等の患者情報や，継続的に

評価されている安全性情報については RMPでの確認が必

要となる。RMPの使用率が RMP開始 2 年後の 2015 年度

調査よりも上昇していることから，その認知度は広がって

きていると考えられる。

薬事委員会において医師の希望した新薬の採用について

は，2015 年度調査と同様に 9 割ほどの施設が，「全て採用

している」あるいは「全てではないが，医師の希望した医

薬品を優先的に採用している」と回答した。一方で，後発
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医薬品の採用に関しては，「薬剤師の意見を優先的に反映

する」と回答した施設が 62％であった。新薬の場合は医

師の希望を尊重し採用活動が行われているようである。そ

の際は，医薬品の安全管理の観点から全診療科対象ではな

く，一部診療科を対象としたり，臨時採用により薬剤使用

状況をモニタリングする体制を構築したりして
18)
，患者へ

不利益を与えないように対処されているのであろう。ま

た，後発医薬品の選定においては，薬剤刻印の可読性
19)
や

医療安全上の観点
20)
，流通の確保の観点から選択されるこ

とがある。流通の確保に関しては，製造会社や生産国，工

場の選定等，後発医薬品の安定供給に関する知識が必要と

なることから薬剤師に一任されている部分も多いのであろ

う。昨今の後発医薬品の不安定な供給状況を鑑みても，採

用薬の選定は薬剤師の重要な業務として期待される。

医薬品の採用において，薬剤費を考慮して採用している

病院は，後発医薬品採用割合が進んでいる。また，AGと

他の後発医薬品の違いに関する医師を対象とした調査によ

ると，製品の品質や有効性・安全性があげられていた
21)
。

AGの採用は，後発医薬品導入時における医師の同意の

得やすさが影響しているのであろう。さらに，同効薬の採

用状況について ARBを例に調査した。アジルサルタンは

薬剤費考慮施設と非考慮施設のどちらでも採用している施
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表 6 情報共有に関する地域連携活動

a)施設（地域医療支援病院，特定機能病院，一般病院）間の比較，N/A：Not available。

全体
地域医療

支援病院
特定機能病院 一般病院 その他

n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) p値a)

新規の後発医薬品採用時の情報提供先（複数回答可）

回答数 n＝260 n＝90 n＝23 n＝143 n＝4

地域薬剤師会 122 (47) 60 (67) 14 (61) 48 (34) 0 (0) ＜0.001

門前薬局 91 (35) 40 (44) 7 (30) 44 (31) 0 (0) 0.05

門前以外の薬局 13 (5) 5 (6) 0 (0) 8 (6) 0 (0) N/A

その他 12 (5) 3 (3) 2 (9) 7 (5) 0 (0) N/A

連絡しない 82 (32) 14 (16) 5 (22) 59 (41) 4 (100) ＜0.001

情報提供方法（複数回答可）

回答数 n＝178 n＝76 n＝18 n＝84 n＝0

ウェブサイト 33 (19) 17 (22) 8 (44) 8 (10) − 0.001

メール 94 (53) 35 (46) 13 (72) 46 (55) − 0.12

FAX 48 (27) 27 (36) 2 (11) 19 (23) − N/A

地域連携会議 20 (11) 10 (13) 2 (11) 8 (10) − N/A

その他 27 (15) 13 (17) 2 (11) 12 (14) − N/A

患者情報（薬歴，治療内容）の共有方法（複数回答可）

回答数 n＝260 n＝90 n＝23 n＝143 n＝4

薬剤管理情報提供書 110 (42) 52 (58) 12 (52) 65 (45) 1 (25) 0.18

おくすり手帳の活用 203 (78) 71 (79) 19 (83) 110 (77) 3 (75) 0.80

地域連携ネットワークへの加入 24 (9) 11 (12) 6 (26) 7 (5) 0 (0) 0.003

薬局からの求めに応じて返答 104 (40) 39 (43) 10 (43) 52 (36) 3 (75) 0.52

地域連携会議 34 (13) 17 (19) 4 (17) 13 (9) 0 (0) 0.08

その他 26 (10) 5 (6) 4 (17) 14 (10) 0 (0) 0.18

患者情報の連携時に生じている課題（複数回答可）

回答数 n＝260 n＝90 n＝23 n＝143 n＝4

薬剤管理情報提供書作成にかか

る工数
109 (42) 37 (41) 10 (43) 61 (43) 1 (25) 0.96

薬局への貢献度が不明瞭 118 (45) 43 (48) 12 (52) 63 (44) 0 (0) 0.72

扱える患者情報が不明瞭 48 (19) 22 (24) 0 (0) 25 (17) 1 (25) N/A

情報の一元化が困難 34 (13) 11 (12) 1 (4) 22 (15) 0 (0) N/A

他職種の情報提供と重複 24 (9) 6 (7) 1 (4) 15 (10) 2 (50) N/A

その他 18 (7) 4 (4) 5 (22) 9 (6) 0 (0) 0.01



設があった。アジルサルタン 1 日 10 mg では，既存の降

圧薬であるカンデサルタンシレキセチルの通常用量 1 日 8

mgと降圧効果が同程度，アジルサルタン 20〜40 mgはカ

ンデサルタンシレキセチル 8〜12 mgと比較し降圧効果に

ついて統計学的な有意性が示されたと独立行政法人医薬品

医療機器総合機構に評価された
22)
。また，カンデサルタン

シレキセチルとアジルサルタンは安全性が同等と評価され

た
22)
。以上のことから，病院においては難治性高血圧症患

者への投与を考慮して採用しておく状況があったのであろ

う。一方で，ARB を複数採用している施設が見られた。

処方された医薬品が患者の病態に応じて処方可能なよう採

用し常備しておくことが病院薬剤部には求められるが，管

理すべき医薬品を整理することは医薬品の最新情報を捉

え，医薬品を安全に使用できる環境を維持するために必要

な効率的な医薬品管理の手法と考えられる。このように必

要性が高い医薬品を採用することで，採用医薬品数は増加

することから，正規採用品についても今後はその処方量の

調査と合わせて医薬品採用の適否について検討していくこ

とが望まれる。

地域連携のあり方は，47％が地域の薬剤師会を通じるこ

とであった。主な手段はメール（53％），FAX（27％），ウェ

ブサイト（19％）であった。医薬品情報の提供システムの

構築は，医薬品を適正に使用するために必要である
23)
。自

院のウェブサイト上での情報提供が増加していくと，さら

に医薬品の適正使用が進むと期待される。一方で，地域連

携会議の実施率が 11％であった。地域連携会議はメール

や FAXに比べると双方向の情報共有が行いやすいため，

効率的な情報共有手段として今後用いられる機会が増える

ことが期待される。

製薬会社からの医薬品情報提供活動はコロナウイルス感

染症の拡大時に変化が見られ，医薬品の情報不足を感じる

施設が 53％と多くみられた。42％の施設が「医療系メディ

ア」の閲覧頻度が高くなったと回答していたことから，製

薬会社からの情報提供方法の変化により能動的に他の情報

媒体から情報を得ようとしたことがうかがえる。22％が

「影響なし」と回答していたことから独立して情報を収集

する体制が構築できている病院も存在するようである。

超高齢化社会を迎えたわが国において，医療費が増加す

ることは必然と言えるが，限りある医療資源を効率的に活

用することは可能なはずである。これは行政のみの誘導に

よって行われるものではなく，日常業務においてすべての

医療関係者が必要十分な医療についての意識を持つことに

より改善されていくものと考える。医薬品の採用や適正使

用の推進に関しては，各医療機関における採用品目の適正

数の検討，エビデンスベースによる医薬品の選定，医薬品

に関する情報の収集や共有方法の標準化・効率化等につい

て，学会等を中心により議論を積み重ねていく必要がある。

本研究の限界として回収率が 39％であったことがあげ

られる。本調査では回収率を高めるために，「病院薬剤部

門の現状調査」
24)
において回収率が乏しい 200床未満の施
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表 7 新型コロナウイルス感染症の拡大前後における医薬品採用と情報提供活動の変化

a)施設（地域医療支援病院，特定機能病院，一般病院）間の比較，N/A：Not available。

全体
地域医療

支援病院
特定機能病院 一般病院 その他

n (％) n (％) n (％) n (％) n (％) p値a)

医薬品採用内容の変化（複数回答可）

回答数 n＝260 n＝90 n＝23 n＝143 n＝4

新薬の採用時期の遅延 44 (17) 18 (20) 2 (9) 24 (17) 0 (0) N/A

不要不急の薬剤のみの採用 19 (7) 8 (9) 1 (4) 8 (6) 2 (50) N/A

製薬会社からの医薬品情報提供方

法の変化
211 (81) 75 (83) 18 (78) 115 (80) 3 (75) 0.80

薬事委員会の開催方法の変化 72 (28) 26 (29) 8 (35) 37 (26) 1 (25) 0.65

その他 10 (4) 2 (2) 2 (9) 7 (5) 0 (0) N/A

製薬会社からの医薬品情報提供方法の変化（複数回答可）

回答数 n＝211 n＝75 n＝18 n＝115 n＝3

情報不足を感じる機会が増えた 111 (53) 43 (57) 5 (28) 62 (54) 1 (33) 0.07

医療系メディアの閲覧頻度が増

えた
88 (42) 28 (37) 9 (50) 49 (43) 2 (67) 0.57

医学書・専門誌の閲覧頻度が増

えた
25 (12) 6 (8) 3 (17) 16 (14) 0 (0) N/A

その他 24 (11) 10 (13) 2 (11) 11 (10) 0 (0) N/A

影響なし 47 (22) 19 (25) 6 (33) 30 (26) 1 (33) 0.78



設を除外しており，これら施設の現状は表していないこと

には注意されたい。しかしながら，医薬品採用に着眼し，

病院薬剤師による医薬品の適正使用の現状を明らかにした

本研究結果は，今後の医薬品の採用や適正使用に関する議

論のための資料の一助となるであろう。

結論

本調査では，医薬品採用に着眼し，病院薬剤師による医

薬品の適正使用の現状を明らかにした。病院薬剤師にとっ

て，採用薬選定は医薬品管理のための重要な業務の 1 つで

ある。標準化手法の活用と採用薬選定に関わる薬剤師の育

成が医薬品の適正使用推進のために急務である。また，地

域連携システムを用いた医薬品情報の共有化により，医薬

品の適正使用の質がさらに向上することが期待される。
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